
○施策の大綱
１　男女の人権の尊重
　(１)　女性に対する暴力の根絶

 　　①　暴力の発生を防ぐ環境づくり 単位：千円

実施期間

H14年度～

S62年度～

H14年度～

H14年度～R2年度

H30年度～ (7,011) (7,723)

H22年度～ (736) (699)

H11年度～ (703) (1,366)

H17年度～ (241) (249)

H17年度～ (251) (253)

S39年度～

H13年度～
120,888

　　 ②　女性に対する暴力への厳正な対処 単位：千円

実施期間

H14年度～

令和元年度　県の男女共同参画関連施策一覧

498

性暴力被害者支援
センター設置事業費

性暴力被害者の尊厳を守り、心身に受けた被害の軽減、当該影響
からの早期回復に資するため、被害者に対する専門の相談窓口
機能を持つワンストップ支援センターを設置し、24時間体制（夜間
はコールセンター対応）で被害者の相談に応じるとともに、関係機
関との情報交換等を行う連携機関会議を開催する。

男女参画・
県民協働課

14,806 16,488

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

男女参画・
県民協働課

2,052 2,345

<1,941>

587

2,618

県下の不安や苦情に対する相談窓口として警察安全相談員を設
置し、相談者に対する防犯指導、相手方に対する指導・警告等を
実施することにより、事件事故の未然防止、県民の不安解消等を
図る。

事業名

DV防止対策推進事
業費

男女共同参画セン
ター管理委託費

事 業 の 概 要 担当課

ＤＶ防止対策推進会議及びＤＶ防止対策連絡会を開催するほか、
ＤＶ防止啓発資料の作成、ＤＶの未然防止に向けた学生や教職員
等を対象とする講座・研修を開催する。

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

-346

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

1,340

1,682

2,618

1,395

1,941
男女参画・
県民協働課

65,049

4,559

63,654

994
男女参画・
県民協働課

21,436

長寿介護課

男女参画・
県民協働課

485

2,421
障がい福祉課

<503>

587

21,450

293

1,496

3

13

<506>

0

14

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

男女共同参画推進
条例施行費

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、市町男女共同参画担当者
会議を開催する。

ＤＶ防止対策推進会議及びＤＶ防止対策連絡会を開催するほか、
ＤＶ防止啓発資料の作成、ＤＶの未然防止に向けた学生や教職員
等を対象とする講座・研修を開催する。

DV防止対策推進事
業費

県民総ぐるみによる地域安全活動を推進するとともに、防犯対策の
調査研究、防犯活動の啓発宣伝、防犯施設の拡充整備の推進な
ど地区防犯活動の育成指導を図る。

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内の各市町で中
心的な役割を担う人材を養成する。

障がい者権利擁護
対策支援事業費

県防犯協会補助金

事 業 の 概 要
事業名

警察安全相談員設
置費 警察本部

警察本部

担当課

男女参画・
県民協働課

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

<4,559>

障がい者相談支援
体制整備推進事業
費

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

高齢者虐待防止連
携会議の開催（地域
包括支援センター等
支援事業費）

3,917

障がい福祉課
5,198

全ての県民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現及び障
がい者の権利や尊厳を著しく侵害する障がい者虐待の防止に向
けて、関係機関の協力体制の拡充を図るとともに、対応窓口職員
等の資質向上や差別事案への広域専門相談・障がい者虐待の通
報受付等を行う障がい者権利擁護センターの運営等、障がい者差
別の解消・障がい者虐待の防止に向けた各種取組みを行う。

5,001 -197

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内関係機関による
連携会議を設置する。

長寿介護課

高齢者虐待対応職
員養成講座事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

男女共同参画社会
づくり推進事業費

男女共同参画社会づくりを強力に推進するため、県民総ぐるみ運
動展開のシンボルとして県民大会を開催するとともに、地域におけ
る男女共同参画推進を支援するための行政・地域リーダー等の
ミーティングの実施、市町が実施する男女共同参画に係る学習会
等への支援を行う。
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実施期間

事業名
事 業 の 概 要 担当課 増 減 額

R 元 年 度 -H30 年 度

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

H30年度～ (7,011) (7,723)

H22年度～ (736) (699)

H11年度～ (703) (1,366)

H17年度～ (241) (249)

H17年度～ (251) (253)
0

 　　③　被害女性に対する保護等の充実 単位：千円

実施期間

H14年度～

S62年度～

H30年度～ (7,011) (7,723)

H15年度～ (796) (796)

S32年度～ (4,459) (4,365)

S32年度～ (2,685) (2,685)

S59年度～ (276) (276)

H14年度～ (1,412) (1,455)

<65,049>

<1,941>

6,388

性暴力被害者支援
センター設置事業費

性暴力被害者の尊厳を守り、心身に受けた被害の軽減、当該影響
からの早期回復に資するため、被害者に対する専門の相談窓口
機能を持つワンストップ支援センターを設置し、24時間体制（夜間
はコールセンター対応）で被害者の相談に応じるとともに、関係機
関との情報交換等を行う連携機関会議を開催する。

男女参画・
県民協働課

6,385

<16,488>

<4,559>

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

<14,806> <16,488>

<498>

-187

2,618

1,682

1,682

-5193,724

1,207

3

1,395

8,847

4,180 31

<14,806>

13

163
子育て支援課

<63,654>

4,149

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、配偶者
暴力相談支援センターである婦人相談所の相談・カウンセリング体
制の充実など機能強化、県内相談機関等職員の資質の向上を図
り、被害者の援護体制を整備する。

人権啓発センターに人権啓発指導員１名を配置して、相談に応じ
るとともに、行政職員・教職員等を対象とした啓発講座を開催し、
県民の理解と認識を深める機会を提供する。
さらに、企業等が実施する人権問題研修会に講師を紹介して啓発
の支援を行う。

人権対策課

9,034

1,044

事 業 の 概 要

障がい者権利擁護
対策支援事業費

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内の各市町で中
心的な役割を担う人材を養成する。

事業名

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内関係機関による
連携会議を設置する。

全ての県民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現及び障
がい者の権利や尊厳を著しく侵害する障がい者虐待の防止に向
けて、関係機関の協力体制の拡充を図るとともに、対応窓口職員
等の資質向上や差別事案への広域専門相談・障がい者虐待の通
報受付等を行う障がい者権利擁護センターの運営等、障がい者差
別の解消・障がい者虐待の防止に向けた各種取組みを行う。

長寿介護課

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

福祉総合支援セン
ター等運営費
(婦人相談所分）

男女参画・
県民協働課

夜間及び週末における相談体制を整備し、悩みを持つ女性に対
する適切な指導助言を行うことにより、安定した生活の確保及び転
落防止を図るなど女性の福祉向上を推進する。ＤＶ被害者の相談
に応じる。

要保護女子の早期発見、転落防止及び保護更生を円滑に推進す
るため、婦人相談所を設置運営し、相談・調査・判定を行うととも
に、入所者には、生活指導、職業指導等を実施する。配偶者暴力
相談支援センターとしてＤＶ被害者の救済や自立支援を行うほか、
一時保護を行う。

子育て支援課

女性ダイヤル相談事
業費

ＤＶ防止相談支援体
制強化事業費

婦人相談員設置費
要保護女子の早期発見に努め、本人や家庭環境等に関する種々
の問題について相談に応じるため、県下３か所（婦人相談所、東
予・南予地方局地域福祉課）に婦人相談員各１人を設置し、その
転落防止と保護更生を図る。ＤＶ被害者の相談に応じる。

障がい者相談支援
体制整備推進事業
費

性暴力被害者支援
センター設置事業費

性暴力被害者の尊厳を守り、心身に受けた被害の軽減、当該影響
からの早期回復に資するため、被害者に対する専門の相談窓口
機能を持つワンストップ支援センターを設置し、24時間体制（夜間
はコールセンター対応）で被害者の相談に応じるとともに、関係機
関との情報交換等を行う連携機関会議を開催する。

高齢者虐待防止連
携会議の開催（地域
包括支援センター等
支援事業費）

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

DV防止対策推進事
業費

<503>

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

高齢者虐待対応職
員養成講座事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

男女参画・
県民協働課

ＤＶ防止対策推進会議及びＤＶ防止対策連絡会を開催するほか、
ＤＶ防止啓発資料の作成、ＤＶの未然防止に向けた学生や教職員
等を対象とする講座・研修を開催する。

長寿介護課

障がい福祉課

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

<5,198> <5,001>

担当課

子育て支援課

障がい福祉課

子育て支援課

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

男女参画・
県民協働課

3,205

<3,917>

<485>

男女共同参画セン
ター管理委託費

人権啓発センター運
営事業費

1,496<2,421>

<3>

-197

<506>
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実施期間

事業名
事 業 の 概 要 担当課 増 減 額

R 元 年 度 -H30 年 度

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

H22年度～ (736) (699)

H11年度～ (703) (1,366)

H17年度～ (241) (249)

H17年度～ (251) (253)

H2年度～

H9年度～
25,045

　(２)　メディアにおける男女の人権の尊重

 　　①　メディアにおける人権尊重の自主的取組 単位：千円

実施期間

S62年度～

S42年度～
888

　　 ②　公的広報等の男女共同参画の視点に立った表現の促進 単位：千円

実施期間

H14年度～
0

　(３)　生涯を通じた女性の健康支援

 　　①　生涯を通じた女性の健康支援 単位：千円

実施期間

H11年度～ (644) (649)

1,241 1,218

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

<65,049>

<498> <13>

1,395

7

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

-23

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

<5,198>

<3,917>

<485>

-197

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

1,496

<5,001>

<2,421>

「県男女共同参画センター」は、女性の社会参加促進、能力開発、
各種相談等の事業を通じて男女共同参画の推進を図るとともに、
配偶者暴力相談支援センターとして、DV被害者への支援等を
行っているが、その円滑な管理運営のため、指定管理者に支払う
経費である。

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

犯罪によって被害を受けた者（遺族を含む）の精神的、経済的な
負担の軽減や安全確保のため、警察が被害者のニーズに対応す
る各種施策を組織的・総合的に推進する。
　Ⅰ　被害者への情報提供及び精神的被害回復への支援
　Ⅱ　被害者の安全確保
　Ⅲ　被害者支援推進体制等の整備

担当課

事 業 の 概 要

880

男女参画・
県民協働課

担当課

<63,654>

男女共同参画推進条例を適正に運営するため、男女共同参画会
議及び苦情処理機関を運営するほか、市町男女共同参画担当者
会議を開催する。

<1,340>
男女参画・
県民協働課

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

警察本部

<503>

男女共同参画推進
条例施行費

事 業 の 概 要

青少年にとって不健全な図書、ビデオ類等を規制し、青少年の保
護育成を図る。また、これに関連して、本、ビデオ店等への立入調
査を実施する。

事業名
事 業 の 概 要

事業名

事業名

県民生活課
青少年保護育成等
対策事業費

男女共同参画セン
ター管理委託費

長寿介護課

障がい者相談支援
体制整備推進事業
費

犯罪被害者対策費

高齢者虐待防止連
携会議の開催（地域
包括支援センター等
支援事業費）

障がい者権利擁護
対策支援事業費

高齢者虐待対応職
員養成講座事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

高齢者やその家族がかえる心配事や悩みを解消するため、各種
相談に応じている。

長寿介護課

長寿介護課

高齢者相談事業（明
るい長寿社会づくり
推進事業費）

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内関係機関による
連携会議を設置する。

高齢者虐待防止の取り組みを推進するため、県内の各市町で中
心的な役割を担う人材を養成する。

全ての県民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相
互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現及び障
がい者の権利や尊厳を著しく侵害する障がい者虐待の防止に向
けて、関係機関の協力体制の拡充を図るとともに、対応窓口職員
等の資質向上や差別事案への広域専門相談・障がい者虐待の通
報受付等を行う障がい者権利擁護センターの運営等、障がい者差
別の解消・障がい者虐待の防止に向けた各種取組みを行う。

障がい者に対する相談支援体制の拡充を図るため、県下の相談
支援体制の状況把握や支援方策・支援者育成等について協議を
行う障がい者自立支援協議会を開催するほか、権利擁護を含めて
幅広く障がい者の相談支援を行う相談支援専門員の資質向上事
業を行う。

101,299

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

担当課

-346

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

<506> <3>

障がい福祉課

8

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

888

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

女性自らが、心身両面の健康を管理、対処できるよう、女性特有の
健康問題に関する教室を開催するとともに、相談窓口を開設し、不
妊等の健康問題に関する情報提供と相談事業を実施する。

健康増進課
生涯を通じた女性の
健康支援事業費

1,289

<363> <370>

障がい福祉課

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

<994>
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実施期間

事業名
事 業 の 概 要 担当課 増 減 額

R 元 年 度 -H30 年 度

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

H16年度～ (75,491) (72,977)

H29年度～ (1,018) (1,089)
160,510

　　 ②　健康をおびやかす問題についての対策の推進 単位：千円

実施期間

H5年度～ (454) (459)

H5年度～ (50) (50)

H30年度～ (1,858) (2,300)
5,618

　(４)　貧困、高齢、障がい等により困難を抱えた女性等への支援

 　　①　貧困等の生活上の困難に直面する女性等への支援 単位：千円

実施期間

H9年度～ (19,211) (18,445)
18,493

　　 ②　高齢者、障がい者、外国人等が安心して暮らせる環境づくり 単位：千円

実施期間

S49年度～

H30年度～R2年度

H10年度～

H28年度～H30年度
16,345

267

884

障がい者活躍支援
事業費

障がい者の職場見学、実習及び就労先受入企業を開拓し、障が
い者と企業とのマッチングを支援するとともに、法定雇用率未達成
企業に対し現場見学会を企画し、雇用のきっかけ作りを行う。ま
た、障がいのある学生向けの合同就職説明会を開催し、職場実習
や就職に繋がる機会を提供し、学生の就業意欲の醸成を図る。

産業人材室 8,024 8,291

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

健康増進課

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

10908

145,955

13,114 13,256 142

150,983 -5,028

エイズ予防の普及啓
発(エイズ対策推進
費)

保健所の出前講座、エイズ予防週間の街頭キャンペーン等によ
り、エイズの正しい知識の普及啓発を行う。

健康増進課

健康増進課

事業名
事 業 の 概 要

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

3,716 4,600

100 100性感染症の予防を図るため、専門医による講習会を開催し、性感
染症の正しい知識の普及・啓発を図る。

健康増進課

依存症対策地域連
携強化事業費

アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症について、県・医療機
関・民間団体が連携して対策に取り組み、依存症患者が安心して
暮らせるよう支援体制の強化を図る。

健康増進課

性感染症予防思想
普及事業費(特定感
染症検査等事業費)

人権啓発活動事業
（人権尊重の社会づ
くり推進事業費）

すべての人の人権が尊重される社会の実現を目指して、地域住民
が人権に対する正しい認識を深めるよう、人権啓発フェスティバ
ル、「差別をなくする強調月間（11月11日～12月10日）」中に開催
する「差別をなくする県民のつどい」などの啓発活動を行う。

人権対策課

0

事業名
事 業 の 概 要 担当課

18,49319,286 -793

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

1,132 22

事業名
事 業 の 概 要 担当課

平成30年度
予 算 額

（国支出金）

シルバー人材センターの事業の充実・強化を図るため設置される
（公社）愛媛県シルバー人材センター連合会の運営に要する費用
の一部を助成する。

産業人材室 6,900

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

増 減 額
R 元 年 度 -H30 年 度

愛媛県シルバー人
材センター連合会運
営費

1,154
障がい者・高年齢者
雇用推進事業費

障がい者・高年齢者の雇用の安定を図るため、県内の事業主をは
じめ広く県民全体に対し障がい者・高齢者の雇用気運の醸成に努
め、障がい者・高齢者の雇用・就業機会の確保の促進を図る。

産業人材室

6,900 0

（公社）愛媛県シルバー人材センター連合会が行う派遣事業に関
する経費の一部を助成する。

産業人材室

高齢者活用・現役世
代雇用サポート事業
費

がん登録推進事業
（がん対策強化推進
費）

県民の保健、医療上の重要な課題となっているがんについて、保
健・医療情報を収集・分析し、がん対策を効果的に推進する。

不妊治療助成事業
費

不妊治療者の経済的負担の軽減を図るため、医療保険が適用さ
れず高額の医療費がかかる体外受精、顕微授精について治療に
要する費用の一部を助成する。

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

〈　〉は再掲の事業、（　）は国支出金

令和元年度
予 算 額

（国支出金）

担当課

918

1,951 廃止
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